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第６回生活衛生関係営業活性化のための税制問題ＷＧ 

 平成２５年７月２９日 

 

資料１ 



生活衛生関係営業について 

○生活衛生関係営業(生衛業)は、飲食業、理容業、美容業、クリーニング業、旅館業、浴 
   場業など、国民生活に密着したサービスを提供 
○衛生的で安心できるサービスを提供するため、衛生規制の下で活動 
○生衛業は中小零細企業が大部分であるため、振興と規制が一体となって経営の健全化と 
   衛生水準の維持向上を図ることが必要 

 ・すし         ・社交         ・喫茶店営業          ・氷雪販売業    ・興行場営業     ・公衆浴場業    
 ・めん類      ・料理            ・食鳥肉販売業    ・理容業              ・旅館業        ・クリーニング業  
 ・中華料理      ・一般飲食     ・食肉販売業       ・美容業              ・簡易宿所営業  

消費者（利用者） 

※生活衛生関係営業の業種毎に振興指針を定めるとともに、予算・融資・税制の支援策を通じて業界を振興 

指導・支援 

サービス提供 
生活衛生関係営業者（17業種） 

生衛連合会 
生衛組合 

・振興(自主的取り組み) 

保健所等 
［行政］ 

・衛生規制 

(公財)全国生活衛生 
営業指導センター 

(公財)都道府県生活衛生 
営業指導センター 

・経営の健全化 
・衛生水準の維持向上 
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1事業所あたり ５人未満の ５人未満の

の従業者数(人) 事業所数 事業所数割合

生活衛生関係営業 1,142,610 6,601,265 5.8 901,409 78.9 %

　理容業 111,950 234,127 2.1 108,898 97.3 %

　美容業 176,157 482,191 2.7 158,471 90.0 %

　洗濯業 72,963 385,042 5.3 62,180 85.2 %

　一般公衆浴場業 4,294 20,676 4.8 3,641 84.8 %

　宿泊業 59,654 759,677 12.7 38,656 64.8 %

　興行場 4,007 61,483 15.3 2,485 62.0 %

　食肉販売業 20,672 141,564 6.8 14,625 70.7 %

　飲食店 593,387 4,016,691 6.8 432,233 72.8 %

　喫茶店 77,026 350,801 4.6 64,192 83.3 %

　その他※ 22,500 149,013 6.6 16,028 71.2 %

事業所数 従業者数(人)

　　　　※エステティック業、コインシャワー業、特殊浴場業など

生活衛生関係営業の現状 

                            （出典）総務省「平成21年経済センサス-基礎調査」再編加工   （注）数値は全て民営       3 



生活衛生関係営業における強みと弱み（例） 

プラス面 マイナス面 

内
部
環
境 

外
部
環
境 

＜強み＞ ＜弱み＞ 

＜脅威＞ ＜機会＞ 

○専門性（高付加価値） 
○対面販売（顔の見えるサービス） 
○地域密着、地域性 
○独自性、個性、個別性 
○顧客基盤、つながり 
○小回り、迅速性 
○温もり、人情 

○小規模零細、経営基盤の脆弱性 
○経営者の高齢化、後継者の確保 

○シニア層の増大 
○健康志向 
○安心・安全意識の高まり 
○ニーズの多様化 

○大規模総合店舗の進出等による  
  価格競争の激化 
○顧客の価格志向 
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全国的・均質的・中央集権的・
マニュアル的 

地域性・独自性・小回り・
個性・個別性・温もり 

付
加
価
値 

高 

低 

強みを発揮 
（価格以外の 

 競争軸の創出） 
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高齢者数の動向 

37,000

38,000

39,000

40,000

41,000

42,000

43,000

44,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

６０歳以上人口 

60歳以上の高齢者は10年間で約400万人増加 

（出典）社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計） 6 



高齢者の外出状況（１） 

0 10 20 30 40 50 60 70

ほとんど毎日 

週に４～５日 

週に２～３日 

週に１日程度 

月に２～３日以下 

66 

16.3 

13.3 

2.6 

1.5 

75.4 

70.2 

65 

55.9 

47.6 

46.8 

16 

14.6 

17.7 

16.8 

20.4 

11.3 

7 

12.8 

12.9 

21.4 

20.4 

21 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

６０～６４ 

６５～６９ 

７０～７４ 

７５～７９ 

８０～８４ 

８５～ 

ほとんど毎日 週に４～５日 週に２～３日 

週に１日程度 月に２～３日以下 

（出典）内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」（平成23年3月） 7 

  外出の頻度   年齢階層別の外出の頻度 



高齢者の外出状況（２） 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

近所のスーパーや商店での買い物 

通院 

趣味・余暇・社会活動 

散歩 

知人・親戚などを訪問 

銀行や役所など 

仕事 

デパートなど大型店での買い物 

高齢者施設などへの通所 

その他 

81.2 

46.6 

39.1 

38.7 

34.8 

31.4 

28.8 

22.3 

2.7 

3.4 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

日常の買い物に不便 

医院や病院への通院に不便 

交通機関が高齢者には使いにくい又は整備されていない 

散歩に適した公園や道路がない 

近隣道路が整備されていない 

図書館や集会施設などの公共施設が不足 

17.1 

12.5 

11.7 

6.5 

6.3 

6.2 
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  よく出かける時（複数回答） 

  地域の不便な点（複数回答） 

（出典）内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」（平成23年3月） 



生活衛生関係営業と地域性 
 

●生活衛生関係営業者 
   
  ＜中学校区当たりの平均事業所数＞ 
    ・飲食店：５４．９店、美容業：１６．２店、理容業：１０．３店、喫茶店：７．１店 
     クリーニング業：６．７店、食肉販売業：１．９店、一般公衆浴場：０．４店 
     （出典）「平成２１年度経済センサス」（総務省） 
   
 

 （参考）商店街 
   ・中学校区当たりの箇所数：１．２ヶ所（商店街当たりの平均店舗数：５１．７店） 
      

 ●商店街数の推移 

   １９９７年：１４,０７０ヶ所  →  ２００７年：１２,５６８ヶ所 （10.7％減） 
 
 ●最近３年間の商店街への来訪者数          ●商店街の抱える問題点 
 
 
 
 
 
 
        
 
 
 
 
 
   （出典）「商店街実態調査報告書」（平成２１年度） 

 
 
 
 
  
 
     

 
 

5.6 

16.1 

76.8 

1.5 
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90

増えた 変わらない 減った 無回答 51.3 

42.7 

27.2 

25.4 

24.3 

19.4 

18.5 

17.8 

15.7 

8.1 

4.7 

4.7 

0 10 20 30 40 50 60

経営者の高齢化による後継者難 

魅力ある店舗が少ない 

核となる店舗がない 

店舗等の老朽化 

商圏人口の減少 

業種構成に問題がある 

空き店舗の増加 

大型店との競合 

駐車場の不足 

チェーン店等が商店街の組織化や… 

その他 

無回答 
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高齢社会における生活衛生関係営業の貢献（イメージ） 

(従来の要素) 
健康増進の３要素 

憩いの場 
地域とのつながり 

  
 おしゃれ、身だしなみ 
 心の若返り 
 心の潤い 
    

 
 

心身 
リフレッシュ 

   
  憩い、やすらぎ 
  相談 
  交流 

運動 栄養 休養 

  
 入浴 
 休養 
 
 

 
 カロリー表示 
 塩分表示    
 健康メニュー 
   

  
 健康入浴 
   

（新要素） 
心の健康・地域とのつながり 

  
 
 
 
     ★高齢者の健康づくり 
     ★買い物弱者対策、外出促進 
     ★シニア市場の多様なニーズへの対応 
 
 
 

 

生活衛生関係業者の
連携で地域活性化 
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生活衛生関係営業に係る衛生水準の確保 
～住民の安心・安全の確保のための重層的な取組みの推進～ 

保健所等の行政機関 

地域のソーシャルキャピタル 

住民の安心・
安全の確保 

営業者の自主的取組み 

■生活衛生同業者組合等の活性化・活用 
 ・新規営業者等への生活衛生同業者組合等 
  に関する情報提供 
 ・組合員への衛生情報の周知に係る生活衛生 
  同業組合の活用 
 ・都道府県生活衛生営業指導センターの活用 
 
 
 
 
■営業者の自主的な取組みの推進 
 ・自主管理点検表の活用、普及 等 

 
 
 
 

 
 
■監視指導の充実 
 ・地方公共団体（保健所）の環境衛生監視 
  員の監視指導の計画的実施 
 ・環境衛生監視指導研修の実施 

 
  

（注）ソーシャルキャピタルとは、人々の協調行動を活発に
することによって、社会の効率性を高めることができる、
「信頼」「規範」「ネットワーク」といった社会組織の特徴をい
う。「地域保健対策検討会報告書」の中で、生活衛生同業
組合は「衛生水準の確保・向上を目的として連帯するソー
シャル・キャピタルの一種」として位置づけ。 
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 生活衛生関係営業者に対する主な税制措置 

所得拡大税制（国内雇用者に対する給与等支給増加額について10%の税額控除）
　※法人税額10%（中小企業等は20%）を限度法人税

租税特別措置法

租税特別措置法 ○ ○ 少額減価償却資産の即時償却（30万円未満の償却資産を合計300万円まで全額必要経費算入）

税制上の優遇措置

所得税

雇用促進税制（雇用保険一般被保険者の増加人数1人あたり40万円の税額控除）

住民税
所得 ○

○
事業者免税点制度（課税売上高1,000万円以下の事業所は消費税の納税義務を免除）

簡易課税制度（課税売上高5,000万円以下の事業者は選択によって仕入れに係る税額を簡単に計算できる制度）

消費税

地方消費税

国内で行う財貨・
サービスの販売・提

供等
○

地方税法
○

小規模共済等掛金控除（掛金金額(最高年84万円)の所得控除）

中小
法人

個人課税対象

青色申告者は届出額までは全額必要経費算入
白色申告者は家族従業員１人につき50万円(配偶者は86万円)まで必要経費算入

所得税
所得 ○

減免（非課税：一般公衆浴場(サウナ等は除く)）、資産割の1/2を軽減：ホテル・旅館等の施設の客室・食堂・広間等
事業所税（目的税） 床面積、給与総額 ○ ○

免税点制度（資産割は事業所床面積1,000㎡以下、従業者割は従業者数100人以下の事業所は免除）

租税特別措置法

租税特別措置法

租税特別措置法

租税特別措置法

公害防止用設備の課税標準の特例（ドライクリーニング機の取得価額の1/2を課税標準）○ ○地方税

－ △

従業員を
雇用した

○ ○

売上を
計上した

所得税法

地方税法
条例

ー
所得税法

家族従業員(専従

者)に給与を払った

地方税法

事業を
開始して

以降

-

法人税

○

所得税法

法人税法

所得税
所得

税目

所得

給与を増やした

中小企業投資促進税制及びグリーン投資減税（取得価額の7%の税額控除又は30%の特別償却）○

△
交際費を
支出した 交際費は全額損金不算入。ただし、中小法人は800万円までの交際費の全額損金算入可能。また、1人当たり5,000円以下

の飲食費は交際費に含まれず、損金算入可能。（法人税）

○交際費

所得税

法人税

所得税法

租税特別措置法

個人住民税

専ら業務の遂行上直接必要と認められるものは全部必要経費算入（所得税）

アクション 根拠法令

消費税法

所得税

土地を
譲渡した

租税特別
措置法

○

共同利用施設の特別償却（生活衛生同業組合等が設置した取得価額の6%の特別償却）

公害防止用設備の特別償却（300万円以上のドライクリーニング機の取得価額の8%の特別償却）

自治省課長通知

○ ○

○ 商業・サービス業・農林水産業活性化税制（取得価額の7%の税額控除又は30%の特別償却）○

所得・法人令 ○ ○ 10万円未満の償却資産は一括償却可能。20万円未満の償却資産は３年間で均等償却が可能

○

法人税

所得税

法人税

所得税・法人税

共同利用施設

所得税・法人税 公害防止施設

欠損金が
生じた

所得 ○ ○

法人税

中小小売商業高度化事業のために土地等を譲渡した場合、土地等の譲渡所得から1,500万円を特別控除（地域商店街活
性化法関係）

固定資産税 土地、家屋 ○ ○

利益を
計上した

地方税法 ○ －
個人事業税の事業主控除（個人事業税の課税標準から290万円を控除）
※個人事業税については、青色申告特別控除65万円控除前の事業所得金額から事業主控除290万円を控除した金額に事業税率

　 を乗じる

個人事業税 所得

設備等を
取得した

○

機械装置・器具備
品等

欠損金の繰越控除制度（青色申告者は、欠損年分の翌年以後３年間控除可）

所得税・法人税

固定資産税（償却資産） 公害防止施設

相続を
した

相続税
相続・遺贈・死因
贈与による財産

租税特別
措置法

○ －

帳簿・決算書
を作成した

租税特別
措置法

○ －所得税 所得

所得税 所得税法

欠損金の繰越控除制度（青色申告者は欠損事業年度の翌事業年度以後９年間控除可）

欠損金の繰戻還付制度（当期の欠損と前年の所得を通算し、前年に納付した法人税・所得税の還付可）

法人税法

租税特別措置法

土地等

公衆浴場業等の用に供する固定資産に係る措置（固定資産税の税額の2/3相当額を軽減）

小規模宅地等の課税の特例（個人事業や居宅用の特定の小規模宅地を相続により承継した場合に、特定事業用宅地等
の面積400㎡（居宅は330㎡）までの部分について、課税対象となる評価額が80%減額される）
※平成27年1月1日以後の相続・遺贈については、居住用宅地と事業用宅地（不動産貸付を除く）の完全併用が可能

青色申告特別控除（正規の簿記の原則（複式簿記）に基づいて申告する者に65万円の所得控除）
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生活衛生関係営業の振興に関する検討会第４次報告書の提言への対応状況について 

法人が支出した交際費は本来損金であ
り、昨今の厳しい経済情勢や疲弊してい
る中小零細の飲食店等の経営状況が
深刻であること、欧米諸国との均衡に鑑
み、本検討会としては、交際費課税の
廃止について提言する。 

今日においても、大手資本等による大規
模な量販店やチェーンストア、コンビニエ
ンスストアの増加が相次ぐなど生衛業を
取り巻く経営環境は総じて厳しいことか
ら、引き続き現行の政策税制としての役
割を維持することが必要。 

３０万円以上から１２０万円未満（器
具・備品の場合。機械・装置の場合１６
０万円未満）の範囲の資産について、投
資を促進する仕組みがない。この範囲の
投資を促進する手段としては、少額減
価償却資産の特例の対象資産価額を
引き上げる、あるいは中小企業投資促
進税制の対象資産価額を引き下げるこ
とが考えられるが、本検討会としては、新
たな設備投資税制の創設を提言した
い。 

交際費等の損金不算入制度における
中小法人に係る損金算入の特例につい
て、定額控除限度額を800万円（現行
600万円）に引き上げるとともに、定額控
除限度額までの金額の損金不算入措
置（現行10％）を廃止する。 

共同利用施設の特別償却制度の適用
期限を２年延長する。 

青色申告書を提出する中小企業等で
経営改善に関する指導及び助言を受け
たものが、平成25年４月１日から平成27
年３月31日までの間に、その指導及び助
言を受けて行う店舗の改修等に伴い器
具備品及び建物附属設備の取得等を
して指定事業の用に供した場合には、そ
の取得価額の30％の特別償却とその取
得価額の７％の税額控除との選択適用
ができることとする。 

生活衛生関係営業の振興に 
関する検討会第４次報告書 

平成２５年度税制改正 

交際費課税 

共同利用施設の
特別償却制度 

設備投資税制 

13 



 

 需要創出 

   ・交際費課税 

   

 投資促進・事業活性化 

  ・中小企業投資促進税制等 

 

 消費税対応 

 

 

 
生活衛生関係営業と税制項目 
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　（出典）国税庁「会社標本調査結果」、内閣府「国民経済計算確報」
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我が国の交際費支出額と名目ＧＤＰの推移
名目国内総生産(左軸(兆円)) 交際費支出額 (右軸(億円))

6兆2,078億円

2兆8,785億円
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我が国の現行の交際費課税制度 

企業 
規模 

損金算入できる 
交際費の上限 

計上方法 

個人 
企業 

上限なし 
交際費の 

全額損金計上 
できる 

中小法人 
（資本金１億円以下） 

８００万円 
交際費の 

全額損金計上 
できる 

大法人 
（資本金１億円超） 

－ 
損金計上 
できない 

16 

(注1) 「１人当たり5,000円以下の飲食費（社内飲食費を除く）」は一定の要件の下で交際費の範囲から除外される。  
(注2) 「社内飲食費」とは、専ら当該法人の役員若しくは従業員又はこれらの親族に対する接待等のために支出する飲 
        食費をいう。 



交際費課税の見直し（平成25年度税制改正） 

中小法人（資本金１億円以下）の交際費課税について、損金算入の限度額を800万
円（現行600万円）に引き上げるとともに、限度額までの交際費の全額を損金算入
可能とする。     

90% 100%
（現行の損金算入

割合）
（改正後の損金算入

割合）

（改正後の控除限度額）

800万円

　600万円

現行の

損金算入

（現行の控除限度額）

改正後の

損金算入

損金不算入

措置(10%)の廃止

控除限度額の

引上げ

17 



交際費支出の状況について（平成2３年度） 

交際費支出額 1法人当たり交際費支出額 

(単位：億円) 

（出典）国税庁「会社標本調査結果」 

1

億
円
以
下(

中
小
法
人) 

1

億
円
超(

大
法
人) 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

93  

2,356  

1

億
円
以
下(

中
小
法
人) 

1

億
円
超(
大
法
人) 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

21,091  

6,301  

(単位：万円) 
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1法人当たり交際費支出額について 
（平成8年度～平成23年度） 

19 
　（出典）国税庁「会社標本調査結果」
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5,635万円

平成8年度 平成23年度

100

100

56

42

中小法人

大法人

2,356万円

166万円

93万円

(万円) (万円)



飲食店における消費拡大によって期待される経済波及効果 

飲
食
店 

卸
売
・
小
売 

食
料
品 

飲
料
（
酒
等
） 

農
業 

畜
産 

漁
業 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.00  

0.15  0.15  

0.07  0.04  0.02  0.02  

0.93 

 
 

 直接効果：飲食店の需要拡大（１．００） 
 間接効果：飲食店の需要拡大により産業全体   
                   で０．９３の派生需要が発生 

飲食店の 
需要拡大に伴う 
派生需要が発生 

・・・ 

                                  （出典）総務省「平成17年（2005年）産業連関表」  20 

乗数効果：１．９３ 



交際費に関する調査結果 
－全国飲食業生活衛生同業組合連合会・全国社交飲食業生活衛生同業組合連合会調査－ 

Ｑ１ 会社のビジネスにおける取引先等との 
    接待交際の効果について質問したところ、    
       次のような回答がありました。 

◇調査概要 
   (1) 調査対象 ：東京都・愛知県・大阪府・広島県  (2) 回答者数 ： 200人 
       (3) 実施時期 ： 平成24年11月 (4) 調査 ： 無記名アンケート 

58.5% 

40.0% 

1.5% 

大いにある 

ある 

ない 

23.9% 

23.9% 

20.9% 

24.3% 

7.2% 

ビジネス上必要な情

報を入手したり、本

音で意見交換ができ

る 
ビジネス上の良好な

関係づくりに役立つ 

新規顧客の開拓や

新たなビジネスチャン

スにつながる 

売上げの維持や拡

大につながる 

その他 

Ｑ２ Ｑ１で「大いにある」「ある」と回答した者に 
      対して、接待交際の効果の内容について質 
      問したところ、次のような回答がありました 
      （複数回答）。 
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平成25年度税制改正法（所得税法等の一部を改正する法律） 
（抄） 

附則 

第百八条 政府は、次に掲げる基本的方向性により、（中略）第三号（中略）に関 

 連する税制上の措置については平成25年度中に、（中略）財源も含め検討を 

 加え、その結果に基づき、必要な措置を講ずるものとする。 

 一 二 （略） 

 三 交際費等の課税の特例の在り方について、当該特例が租税特別措置法で定め 

  られていることも踏まえ、消費の拡大を通じた経済の活性化を図る観点から、 

  その適用範囲を含め、検討すること  

 四 （略） 
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商業・サービス業・農林水産業を営む中小企業等が建物附属設備又は器具・備品を
取得した場合に、取得価格の３０％の特別償却又は７％の税額控除を認める措置を
創設する。 （適用期間は２年間）  

 商業・サービス業・農林水産業活性化税制の概要 

●税制措置の対象者 
 ・個人（常時使用する従業員が1000人以下） 
 ・法人（資本金の額が1億円以下の法人（大規模法人の子会社を除く））等 
 
●適用の要件 
 ・経営革新等支援機関等（※）からの経営改善に関する指導及び助言を受けて 
  器具備品及び建物附属設備の取得し、事業の用に供すること 
 （納税申告書に「指導及び助言を受けたことを明らかにする書類」を添付） 
 ※経営革等支援機関、商工会議所、商工会、都道府県中小企業団体中央会、商店街振興組合連合会、農業協同組合、農業協同組 

  合連合会、農業協同組合中央会、都道府県農業会議、森林組合、森林組合連合会、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、生活 
  衛生同業組合、都道府県生活衛生営業指導センター 

 
●対象 
＜器具及び備品（30万円以上）＞ 
 ・家具、電気機器、ガス機器、家庭用品、事務機器、通信機器、看板 等 

＜建物附属設備（60万円以上）＞ 
 ・電気設備、給排水又は衛生設備、ガス設備、冷房・暖房・通風・ボイラー設備 等 
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施設（建物） 機械・装置 器具・備品 
器具・備品 

（デジタル複合機・ 
電子計算機、試験又

は測定機器のみ） 

無形減価償却資産 
(※中小企業投資促進

税制では一定のソフトウェ
ア) 

共同利
用施設
の特別
償却制
度 

中小企業投資促進税制 

160万円以上 

120万円以上 

建物付属設備 

60万円以上 

30万円以上 

商業・サービス業・ 
農林水産業活性化税制 

160万円未満 
70万円以上 

70万円未満 

生活衛生関係営業者向けの主な設備投資税制（イメージ図） 
生衛同業組合 生活衛生関係営業等中小企業者 

特別償却（３０％）又は 
税額控除（８％） 

特別償却（３０％）又は 
税額控除（８％） 

特別償却 
（８％） 

自動車 
(※中小企業投資促
進税制では3.5㌧以

上) 24 

少額減価償却資産の特例 

30万円未満 即時償却 



生活衛生関係営業の設備投資の現状➀ 

設備の過不足感（生活衛生関係営業全体） 

16.9% 83.1% 

実施した 実施しなかった 

17.6% 

20.7% 

24.1% 

25.6% 

26.4% 

31.6% 

32.5% 

52.0% 

56.0% 

82.4% 

73.1% 

74.1% 

72.9% 

72.9% 

64.9% 

66.2% 

44.0% 

41.1% 

6.2% 

1.8% 

1.5% 

0.7% 

3.5% 

1.3% 

4.0% 

2.9% 

氷雪販売業 

クリーニング業 

美容業 

理容業 

食肉・食鳥肉販売業 

公衆浴場業 

飲食業 

映画館 

ホテル・旅館業 

不足し

ている 

適正で

ある 

過剰で

ある 

設備の過不足感（業種別） 

10.7% 

13.2% 

15.2% 

15.3% 

15.7% 

18.0% 

19.8% 

34.2% 

38.3% 

89.3% 

86.8% 

84.8% 

84.7% 

84.3% 

82.0% 

80.4% 

65.8% 

61.7% 

理容業 

クリーニング業 

美容業 

飲食業 

食肉・食鳥肉販売業 

映画館 

氷雪販売業 

公衆浴場業 

ホテル・旅館業 

実施し

た 

実施し

なかった 

（出典）株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査（2013年1～3月期）特別調査」 
       ※調査時点：2013年3月上旬、調査方法：郵送調査、調査対象：生活衛生関係営業3,234企業 

設備投資の実施状況（生活衛生関係営業全体） 

＜2012年(1～12月)＞ 

設備投資の実施状況（業種別） 

＜2012年(1～12月)＞ 

25 

30.8% 67.2% 1.9% 

不足している 適正である 過剰である 



生活衛生関係営業の設備投資の現状② 
設備投資の金額（生活衛生関係営業全体） 

＜2012年(1～12月)＞ 

○2012年に実施した設備投資の金額（１～12月の総額）は、「50万円以下」が35.7％と最も高く、次いで 
  「100万円超300万円以下」25.6％、「50万円超100万円以下」22.5％となっている 

35.7% 

22.5% 

25.6% 

7.0% 

3.9% 

2.3% 

3.0% 

50万円以下 

50万円超～ 

100万円以下 

100万円超～ 

300万円以下 

300万円超～ 

500万円以下 

500万円超～ 

1000万円以下 

1000万円超～ 

2000万円以下 

2000万円超 

100万円以下 
58.2% 

300万円以下 
83.8% 

（出典）株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査（2013年1～3月期）特別調査」 
       ※調査時点：2013年3月上旬、調査方法：郵送調査、調査対象：生活衛生関係営業3,234企業 26 



生活衛生関係営業の設備投資の現状③ 
設備投資の金額（業種別） 

＜2012年(1～12月)＞ 

○2012年に実施した設備投資の金額（１～12月の総額）は、「2,000万円超」の割合は、映画館が22.2％ 
 と最も高く、次いで、「ホテル・旅館業」7.5％、「美容業」3.4％となっている。 

（出典）株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査（2013年1～3月期）特別調査」 
       ※調査時点：2013年3月上旬、調査方法：郵送調査、調査対象：生活衛生関係営業3,234企業 27 

33.3% 

59.7% 

72.7% 

81.4% 

84.6% 

86.7% 

92.2% 

94.3% 

100.0% 

16.4% 

9.1% 

10.2% 

7.7% 

6.7% 

4.6% 

33.3% 

6.0% 

13.6% 

5.1% 

2.6% 

3.3% 

1.4% 

2.9% 

11.1% 

10.4% 

4.5% 

2.6% 

0.5% 

22.2% 

7.5% 

3.4% 

2.6% 

3.3% 

1.4% 

2.9% 

映画館 

ホテル・旅館業 

食肉・食鳥肉販売業 

美容業 

公衆浴場業 

クリーニング業 

飲食業 

理容業 

氷雪販売業 

300万円以下 

300万円超～ 

500万円以下 

500万円超～ 

1000万円以下 

1000万円超～ 

2000万円以下 

2000万円超 



生活衛生関係営業の設備投資の現状④ 
設備投資の目的（生活衛生関係営業全体） 

＜2012年(1～12月)＞ 

○2012年に実施した設備投資の目的は、「老朽化による更新」が72.7％と最も高く、次いで、「省エネル  
 ギー、環境配慮」18.9％、「新商品・新サービスの導入」9.6％となっている 

（出典）株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査（2013年1～3月期）特別調査」 
       ※調査時点：2013年3月上旬、調査方法：郵送調査、調査対象：生活衛生関係営業3,234企業 28 

5.3% 

0.0% 

0.2% 

0.8% 

3.5% 

3.9% 

5.5% 

6.1% 

9.4% 

9.6% 

18.9% 

72.7% 

その他 

海外展開 

福利厚生の充実 

受動喫煙防止対策 

震災により毀損した設備の補修、新設 

経営の多角化 

店舗の増設 

情報化投資 

合理化・省力化 

新商品・新サービスの導入 

省エネルギー、環境配慮 

老朽化による更新 



生活衛生関係営業の設備投資の現状⑤ 
設備投資の内容（生活衛生関係営業全体） 

＜2012年(1～12月)＞ 

○2012年に実施した設備投資の内容は、「事務所、店舗の補修、増改築、改装」が34.2％と最も高く、次 
 いで、「その他の営業用機器・機械」27.7％、「空調設備」22.3％となっている 

（出典）株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査（2013年1～3月期）特別調査」 
       ※調査時点：2013年3月上旬、調査方法：郵送調査、調査対象：生活衛生関係営業3,234企業 29 

3.5% 

0.8% 

1.4% 

2.9% 

3.1% 

5.7% 

7.6% 

13.9% 

20.5% 

22.3% 

27.7% 

34.2% 

その他 

工場、倉庫の新築、買取り 

工場、倉庫の補修等 

駐車場 

事務所、店舗の新築、買取り 

情報化設備 

車両 

照明設備 

什器・備品 

空調設備 

その他の営業用機器・機械 

事務所、店舗の補修等 


